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(57)【要約】
【課題】室温でタック性を有し、フォトリソグラフィー法によりパターン形成が可能であ
り、フォトリソグラフィー法により硬化された後でも熱圧着で高い接着性を示す接着剤組
成物及び接着フィルムを提供する。
【解決手段】有機弾性微粒子を含む粒子と、熱硬化性エポキシ樹脂と、硬化剤と、（メタ
）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂と、光重合触媒とからなる接着剤組成物で、光硬化
性樹脂は式Ｉおよび式IIのうち少なくとも1つで表される構造を側鎖に有する接着剤組成
物を提供する。
式Ｉ：[(CH2)mCOO]n
式II：[(CH2)mOCO]n
（式中mは独立に２以上１０以下であり、nは独立に１以上３以下である）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機弾性微粒子を含む粒子と、
　熱硬化性エポキシ樹脂と、
　硬化剤と、
　（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂と、
　光重合触媒と
を含み、前記光硬化性樹脂は式Ｉおよび式IIのうち少なくとも1つで表される構造を側鎖
に有する接着剤組成物。
　式Ｉ：[(CH2)mCOO]n
　式II：[(CH2)mOCO]n
　（式中mは独立に２以上１０以下であり、nは独立に１以上３以下である）
【請求項２】
　前記有機弾性微粒子を含む粒子の含有量が接着剤組成物に対して３５質量％以上、７５
質量％以下である請求項１に記載の接着剤組成物。
【請求項３】
　前記硬化剤が潜在性硬化剤である、請求項１～２のいずれか１つに記載の接着剤組成物
。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１つに記載の接着剤組成物を含む接着フィルム。
【請求項５】
　導体を備えた基板と、素子とを用意する工程と、
　前記基板の表面に、請求項４に記載の接着フィルムをラミネートする工程と、
　前記接着フィルムの表面にフォトマスクを配置する工程と、
　前記フォトマスクの表面に光を照射する工程と、
　前記フォトマスクによって光を照射されなかった前記接着フィルムの一部を溶解現像し
、開口部を形成する工程と、
　前記開口部に導電性ペーストを配置する工程と、
　前記素子を前記接着フィルム表面に熱圧着して、前記素子の裏面と前記接着フィルムの
表面とを接着させる工程と、
　前記素子の裏面の一部に配置された端子に前記導電性ペーストを融着させる工程と
　　を含む、基板と素子とを電気接続する方法。
【請求項６】
　導体を備えた基板と、素子とを用意する工程と、
　前記素子の表面に、請求項４に記載の接着フィルムをラミネートする工程と、
　前記接着フィルムの表面にフォトマスクを配置する工程と、
　前記フォトマスクの表面に光を照射する工程と、
　前記フォトマスクによって光を照射されなかった前記接着フィルムの一部を溶解現像し
、開口部を形成する工程と、
　前記開口部に導電性ペーストを配置する工程と、
　前記基板を前記接着フィルム表面に熱圧着して、前記基板の裏面と前記接着フィルムの
表面とを接着させる工程と、
　前記導体に前記導電性ペーストを融着させる工程と
　　を含む、基板と素子とを電気接続する方法。
【請求項７】
　請求項５または６のいずれかに記載の方法で電気接続された基板と素子とを含む、電子
機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、接着剤組成物、接着フィルム及びその使用方法に関し、より詳細には、室温
においてタック性を有し、フォトリソグラフィー法により硬化された後でも熱圧着で接着
性を示す接着剤組成物、接着フィルム及びその使用方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プリント基板上に、ピエゾ素子、Charge Coupled Device (CCD)、Complementary Metal
 Oxide Semiconductor (CMOS)、Micro Electro Mechanical Systems (MEMS)、シリコンウ
ェハーなどの半導体素子を実装する場合、通常半田を用いた接合が使われている。
【０００３】
　また、導電性ペーストを用いて基板上に半導体素子を接合することも行われている。
【０００４】
　一方、半導体素子と基板との接着や、複数の基板の接着のために、フォトリソグラフィ
ー法によりパターン形成が可能な接着フィルムが提案されており、感光性を有し、パター
ン形成が可能な接着フィルムとしていくつかの樹脂が知られている。これらの樹脂は、半
導体素子又は基板のいずれか一方に適用された後、マスクを用いた光照射を行うことでパ
ターンが形成される。このパターン化した接着層をスペーサーとして用いて、半導体素子
と基板との接着や、複数の基板の接着が行われている。たとえば、特許文献１には、光酸
発生剤で硬化してパターンを形成する感光性エポキシ樹脂接着剤組成物が記載されている
。
【０００５】
　また、特許文献２には、アルカリ性溶液で処理することによりパターンが形成される、
アルカリ可溶性基を有する樹脂を含む樹脂組成物が記載されている。
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－３２１９８４号公報
【特許文献２】特開２００６－１６６１０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、半田は一般に１８０℃以上の高温で融解するので、実装温度はそれ以上となり
、半田を使った際に使用できる半導体素子や基板等の材料は耐熱性が要求されていた。
【０００８】
　導電性ペーストは半田に比べて低温で融着できる一方、半田に比べて接合強度が弱いの
で、それ以外の部分で接着を補強する部分が必要であった。
【０００９】
　これまでのフォトリソグラフィー法によりパターン形成が可能な樹脂については、室温
においてタック性を有しないため、半導体素子や基板に直接塗布する手法や、ＰＥＴフィ
ルム等の基材に塗布して接着フィルムを得た場合には半導体素子や基板にラミネートする
際に加熱をして接着フィルムを転写する手法がとられていた。また、従来のフォトリソグ
ラフィー法で使用されていた樹脂では、半導体などの微細配線へ適応する場合に、パター
ン形成時や現像工程で微細配線が劣化するという問題が起こることもあった。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の一態様によれば、有機弾性微粒子を含む粒子と、熱硬化性エポキシ樹脂と、硬
化剤と、（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂と、光重合触媒とからなる接着剤組
成物で、光硬化性樹脂は式Ｉおよび式IIのうち少なくとも1つで表される構造を側鎖に有
する接着剤組成物を提供する。
【００１１】
　式Ｉ：[(CH2)mCOO]n
　式II：[(CH2)mOCO]n
　（式中mは独立に２以上１０以下であり、nは独立に１以上３以下である）
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　また、本発明の他の態様によれば、上記接着剤組成物を含む接着フィルムを提供する。
【００１２】
　本発明のさらなる他の態様によれば、導体を備えた基板と、素子とを用意する工程と、
基板の表面に、上記接着フィルムをラミネートする工程と、接着フィルムの表面にフォト
マスクを配置する工程と、フォトマスクの表面に光を照射する工程と、フォトマスクによ
って光を照射されなかった接着フィルムの一部を溶解現像し、開口部を形成する工程と、
開口部に導電性ペーストを配置する工程と、素子を接着フィルム表面に熱圧着して、素子
の裏面と接着フィルムの表面とを接着させる工程と、素子の裏面の一部に配置された端子
に導電性ペーストを融着させる工程とを含む基板と素子とを電気接続する方法を提供する
。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の接着剤組成物、及び接着フィルムは室温でタック性を有し、フォトリソグラフ
ィー法によりパターン形成が可能であり、フォトリソグラフィー法により硬化された後で
も熱圧着で高い接着性を示す。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明の接着剤組成物、接着フィルム及びその使用方法について説明する。
【００１５】
　本発明の一態様の接着剤組成物は、有機弾性微粒子を含む粒子と、熱硬化性エポキシ樹
脂と、硬化剤と、（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂と、光重合触媒とを含んで
いる。
【００１６】
　前述した粒子に含まれる有機弾性微粒子は、室温で弾性を有する微粒子であって、例え
ば、微粒子を構成する有機高分子のガラス転移点（Ｔｇ）は約－１４０℃～室温の範囲に
ある。本発明で使用する有機弾性微粒子は粒径が小さいため、接着剤組成物に含まれる溶
媒を除去した際に、微粒子同士が凝集してフィルムを形成する傾向がある。微粒子の粒径
が大きいとフィルム平坦性が低くなる。従って、本発明に使用する有機弾性微粒子の平均
粒径は、典型的に約５μｍ以下であり、約３μｍ以下であることが好ましく、約１μｍ以
下であることがより好ましい。また、有機弾性微粒子の平均粒径は、典型的に約０．０１
μｍ以上であり、約０．１μｍ以上であることが好ましく、約０．３μｍ以上であること
がより好ましい。
【００１７】
　フィルムを形成した際に、有機弾性微粒子が有している弾性が、フィルムに必要とされ
る強度及び可撓性を提供すると考えられるため、有機弾性微粒子の少なくとも表面を構成
する材料のガラス転移点（Ｔｇ）が室温以下であることが好ましく、有機弾性微粒子が複
数の材料から構成される場合には有機弾性微粒子を構成する全ての材料のＴｇが室温以下
であることがより好ましい。
【００１８】
　そのような有機弾性微粒子を構成する材料は、例えば衝撃改質剤の技術分野で多く知ら
れており、例えば、アクリル、メチルメタクリレート－ブタジエン－スチレン共重合体及
びアクリレート－スチレン－アクリロニトリル共重合体等のアクリル系樹脂、アクリロニ
トリル－ブタジエン－スチレン共重合体、アクリロニトリル－エチレンプロピレン－スチ
レン共重合体、高衝撃ポリスチレン（ＨＩＰＳ）、並びにこれらの混合物又はポリマーア
ロイが挙げられる。本発明の接着剤組成物に使用する場合、有機弾性微粒子の表面を構成
する材料がアクリル系樹脂を含むことが好ましく、有機弾性微粒子が複数の材料から構成
される場合には、有機弾性微粒子を構成する全ての材料がアクリル系樹脂を含むことがよ
り好ましい。アクリル系樹脂を含む有機弾性微粒子は、他の材料に比べて、溶媒に対する
分散性に優れているためである。
【００１９】
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　そのようなアクリル系樹脂として、例えば、（メタ）アクリレートモノマーを含むラジ
カル重合性モノマーと、多官能性モノマーとを含むアクリル系共重合体が挙げられる。な
お、本明細書において「（メタ）アクリレート」とは、アクリレート又はメタクリレート
を意味する。ラジカル重合性モノマーには、必要に応じて（メタ）アクリレートモノマー
と共重合可能な他のラジカル重合性モノマーが含まれてもよい。使用できる（メタ）アク
リレートモノマーとして、例えば、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）
アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｓ
ｅｃ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘ
キシル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ
）アクリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、ｎ－デシル（メタ）アクリレート、
ｎ－ノニル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート等が挙げられる。（メ
タ）アクリレートモノマーと共重合可能なラジカルモノマーは、（メタ）アクリレートモ
ノマーと共重合可能な、本技術分野で知られているラジカルモノマーであってよく、例え
ば、イソプレン、酢酸ビニル、分岐カルボン酸のビニルエステル、スチレン、イソブチレ
ン等が挙げられる。多官能性モノマーは、得られるアクリル系共重合体の架橋点となり、
製造中及び製造後のアクリル系共重合体粒子の望ましくない凝集を制御するために使用さ
れる。そのような多官能性モノマーとして、例えば、エチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパンジ（メタ）アクリレート等のジ（メタ）アクリレート；トリメチロールプロパ
ントリ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性トリメチロールプロパントリ（メ
タ）アクリレート、ペンタエリストールトリ（メタ）アクリレート等のトリ（メタ）アク
リレートが挙げられる。また、その他の多官能性モノマーとして、ペンタエリストールテ
トラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリストールヘキサ（メタ）アクリレート、アリル
（メタ）アクリレート、ジアリルフタレート、ジアリルマレート、ジアリルフマレート、
ジアリルサクシネート、トリアリルイソシアヌレート等のジもしくはトリアリル化合物、
ジビニルベンゼン、アジピン酸ジビニル、ブタジエン等のジビニル化合物等が挙げられる
。これらの多官能性モノマーを２種類以上組み合わせて用いてもよい。これらを懸濁重合
やエマルジョン重合することで、微粒子とすることができる。
【００２０】
　有機弾性微粒子は、表面（シェル）部分と核（コア）部分とを有する、いわゆるコア－
シェル型の弾性微粒子であってもよい。一般に、シェル部分のＴｇはコア部分のＴｇより
も高くなるように設計される。このようなコア－シェル型弾性微粒子を使用することによ
り、低Ｔｇのコア部分が応力の集中点として働くことにより、形成されたフィルムに可撓
性が提供される一方で、シェル部分が微粒子同士の望ましくない凝集を制御するため、溶
媒及び熱硬化性エポキシ樹脂に対する微粒子の分散性が高まることが期待される。
【００２１】
　このようなコア－シェル型の弾性微粒子の一例として、コア部分が、（メタ）アクリレ
ート及び多官能性モノマーを含む共重合体であって、その外側にシェル部分として、（メ
タ）アクリレート及び多官能性モノマーを含む混合モノマーをグラフト共重合した、アク
リル系のコア－シェル型弾性微粒子が挙げられる。本発明の一実施態様では、例えば、コ
ア部分を構成する共重合体のＴｇが約－１４０℃以上、約－３０℃以下であって、かつシ
ェル部分のＴｇが約－３０℃以上、約１５０℃以下となるように、（メタ）アクリレート
及び多官能性モノマーの種類及び配合量が選択される。このように選択すると、弾性微粒
子の分散性を高くすることができる。（メタ）アクリレートモノマー及び多官能性モノマ
ーは、アクリル系樹脂について上述したようなものであってよく、同様に上述したような
（メタ）アクリレートモノマーと共重合可能な他のラジカル重合性モノマーが、コア部分
及び／又はシェル部分に含まれてもよい。また、組成の異なる複数のコア部分がコア－シ
ェル型弾性微粒子に含まれていてもよく、コア部分をあるシェル部分が被覆し、そのシェ
ル部分を別のシェル部分が被覆するような、多層シェル構造をコア－シェル型弾性微粒子
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が有していてもよい。
【００２２】
　このようなコア－シェル型弾性微粒子は、例えば、従来から知られている乳化重合法、
懸濁重合法等を用いて重合することによって製造できる。複数の種類のモノマーが含まれ
ている場合、ランダム共重合、ブロック共重合、グラフト共重合等の任意の適当な共重合
を使用してもよい。コア－シェル構造の形成方法は、本技術分野で知られている方法を使
用でき、例えば、上述したような重合法を用いてコア部の粒子を形成し、その粒子に対し
て、シェル部を形成する上述のようなモノマーをグラフト重合すればよい。シェル部のグ
ラフト重合を、コア部の重合と同一の重合行程で連続して行ってもよい。
【００２３】
　接着剤組成物に含まれる粒子には、上述した有機弾性微粒子の他、無機粒子を使用する
こともできる。無機粒子としてはシリカ、アルミナまたはジルコニア粒子等を使用するこ
とができるが、熱膨張率を低下させるという観点からはシリカを用いることもできる。
【００２４】
　接着剤組成物に含まれる粒子の含有量が多いほど、接着フィルムの凝集力、フィルム形
成性、フィルムとしての強度を高くすることができる。一方、粒子の含有量が少なくなる
と、熱圧着後の接着力を高めることができる。例えば、接着剤組成物に含まれる粒子の含
有量は、接着剤組成物の固形分質量に対して、約３５質量％以上であってよく、約４０質
量％以上であることが好ましく、約４５質量％以上であることがより好ましく、また、約
８０質量％以下であってよく、約７５質量％以下であることが好ましく、約７０質量％以
下であることがより好ましい。
【００２５】
　上述の有機弾性微粒子を分散可能な溶媒は、有機弾性微粒子の表面官能基の極性、有機
弾性微粒子を構成する高分子の種類、有機弾性微粒子の平均粒径に応じて、所望の水準の
分散が得られるように選択すればよい。
【００２６】
　そのような溶媒を選択するにあたって、有機弾性微粒子の分散性は、レーザー回折散乱
法を測定原理とする粒径分布測定装置（例えば、ＬＳ－２３０、ベックマンコールター）
、動的光散乱法を測定原理とする粒径分布測定装置（例えば、「ナノトラックＵＰＡ」、
日機装株式会社）などを用いて、分散した粒子の二次粒径の経時変化を測定することによ
って評価できる。上述したような評価法を用いることにより、当業者であれば、目的とす
る用途に応じて接着剤組成物に使用可能な溶媒を適宜選択することができる。このような
溶媒としては、例えば、キシレン、トルエン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、シクロヘ
キサンなどの炭化水素系、ジオキサンなどのエーテル系、酢酸エチル、酢酸イソプロピル
、酢酸ブチル、酢酸イソアミル、酢酸イソブチル等などのエステル系などの有機溶剤が挙
げられる。酢酸エチルは比較的低沸点の溶媒であり、フィルム化時の乾燥が容易に行える
ため特に好適に使用できる。
【００２７】
　溶媒の含有量は、接着剤組成物に所望する粘度を考慮した上で、粒子を分散するのに必
要な量であればよく、接着剤組成物の固形分質量１００質量部に対して、約１００質量部
以上であることが望ましく、約２００質量部以上であることがより好ましい。また、溶媒
の含有量は、接着剤組成物の固形分質量１００質量部に対して、約１０００質量部以下で
あることが望ましく、約５００質量部以下であることがより好ましい。
【００２８】
　接着剤組成物中の熱硬化性エポキシ樹脂は、熱圧着時に硬化して、基板と半導体素子、
基板どうし等を接着する。また、熱硬化性エポキシ樹脂は接着剤組成物において、粒子の
バインダーとしても機能する。
【００２９】
　熱硬化性エポキシ樹脂は、本技術分野で知られている任意のエポキシ樹脂を含んでいて
よいが、上述したように、粒子のバインダーとして機能するためには、室温（約２５℃）
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で液状であることが望ましい。そのような熱硬化性エポキシ樹脂は、硬化前２５℃での粘
度が、約０．１Ｐａ・ｓ以上であることが好ましく、約０．５Ｐａ・ｓ以上であることが
より好ましく、約１Ｐａ・ｓ以上であることがさらにより好ましい。また、硬化前２５℃
での粘度が、約２００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましく、約１５０Ｐａ・ｓ以下である
ことがより好ましく、約１００Ｐａ・ｓ以下であることがさらにより好ましい。熱硬化性
エポキシ樹脂の粘度は、例えば、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ回転粘度計を用いて測定すればよ
い。
【００３０】
　そのような常温で液状のエポキシ樹脂として、平均分子量約２００～約５００の、エピ
クロルヒドリンとビスフェノールＡ、Ｆ、ＡＤ等とから誘導されるビスフェノール型エポ
キシ樹脂；エピクロルヒドリンとフェノールノボラック又はクレゾールノボラックとから
誘導されるエポキシノボラック樹脂；ナフタレン環を含んだ骨格を有するナフタレン型エ
ポキシ樹脂；グリシジルアミン、グリシジルエーテル等のグリシジル基を、ビフェニル、
ジシクロペンタジエン等の１分子内に２個以上有する、様々なエポキシ化合物；脂環エポ
キシ基を１分子内に２個以上有する脂環式エポキシ化合物、及びこれらの２種以上の混合
物を使用してもよい。具体的には、例えば、エピコートＥＰ８２８（ビスフェノールＡ型
、エポキシ当量：１９０ｇ／ｅｑ、ジャパンエポキシレジン）、ＹＤ１２８（ビスフェノ
ールＡ型、エポキシ当量：１８４～１９４ｇ／ｅｑ、東都化成）、エピコートＥＰ８０７
（ビスフェノールＦ型、ジャパンエポキシレジン）、ＥＸＡ７０１５（水添ビスフェノー
ルＡ型、ＤＩＣ）、ＥＰ４０８８（ジシクロペンタジエン型、旭電化）、ＨＰ４０３２（
ナフタレン型、ＤＩＣ）、ＰＬＡＣＣＥＬ　Ｇ４０２（ラクトン変性エポキシ、エポキシ
当量：１０５０～１４５０ｇ／ｅｑ、ダイセル化学工業）、セロキサイド２０２１（脂環
式、ダイセル化学工業）等を挙げることができる。接着剤組成物は、上記のような熱硬化
性エポキシ樹脂を１種類又は２種類以上混合して含んでいてもよい。
【００３１】
　熱硬化性エポキシ樹脂の含有量は、例えば、樹脂の種類、構造及び分子量、要求される
接着特性及び硬化特性、粒子の種類及び含有量に加えて、フィルムに形成して使用する場
合は形成されたフィルムの特性（例えば凝集力、可撓性、パターン形成性等）を考慮して
、当業者であれば適宜選択することができる。一例を挙げると、熱硬化性エポキシ樹脂の
含有量は、接着剤組成物の固形分質量に対して、約２質量％以上であってよく、約５質量
％以上であることが好ましく、約１０質量％以上であることがより好ましい。また、熱硬
化性エポキシ樹脂の含有量は、接着剤組成物の固形分質量に対して、約６０質量％以下で
あってよく、約５０質量％以下であることが好ましく、約４０質量％以下であることがよ
り好ましい。
【００３２】
　接着剤組成物中の硬化剤には潜在性硬化剤を用いることができる。潜在性硬化剤とは、
室温では硬化性を発現せずに、接着剤組成物又は接着フィルムに含まれる熱硬化性エポキ
シ樹脂の硬化を進行させないが、加熱すると硬化性を発揮して、熱硬化性エポキシ樹脂を
所望の水準まで硬化させることが可能な硬化剤である。
【００３３】
　本発明で使用可能な潜在性硬化剤として、イミダゾール、ヒドラジド、三フッ化ホウ素
－アミン錯体、アミンイミド、ポリアミン、第３級アミン、アルキル尿素等のアミン化合
物、ジシアンジアミド、及びこれらの変性物、並びにこれら２種以上の混合物が挙げられ
る。
【００３４】
　上述した潜在性硬化剤の中でも、イミダゾール潜在性硬化剤が好ましい。イミダゾール
潜在性硬化剤は、本技術分野で知られているイミダゾール潜在性硬化剤、例えば、イミダ
ゾール化合物とエポキシ樹脂との付加物を含んでもよく、そのようなイミダゾール化合物
として、イミダゾール、２－メチルイミダゾール、２－エチルイミダゾール、２－プロピ
ルイミダゾール、２－ドデシルイミダゾール、２－フェニルイミダゾール、２－フェニル
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－４－メチルイミダゾール、４－メチルイミダゾールが挙げられる。
【００３５】
　さらに、貯蔵安定性と短時間硬化性という相反する特性を両方とも高めるために、上述
した潜在性硬化剤を核とし、ポリウレタン系、ポリエステル系等の高分子物質や、Ｎｉ、
Ｃｕ等の金属薄膜等で被覆したカプセル化硬化剤を、本発明の潜在性硬化剤として使用し
てもよく、そのようなカプセル化硬化剤の中でも、カプセル化イミダゾールを使用するこ
とが好ましい。
【００３６】
　このようなカプセル化イミダゾールとして、イミダゾール化合物を尿素やイソシアネー
ト化合物でアダクトし、さらにその表面をイソシアネート化合物でブロックすることによ
りカプセル化したイミダゾール系潜在性硬化剤や、イミダゾール化合物をエポキシ化合物
でアダクトし、さらにその表面をイソシアネート化合物でブロックすることによりカプセ
ル化したイミダゾール系潜在性硬化剤を挙げることができる。具体的には、例えば、ノバ
キュアＨＸ３９４１ＨＰ、ノバキュアＨＸＡ３０４２ＨＰ、ノバキュアＨＸＡ３９２２Ｈ
Ｐ、ノバキュアＨＸＡ３７９２、ノバキュアＨＸ３７４８、ノバキュアＨＸ３７２１、ノ
バキュアＨＸ３７２２、ノバキュアＨＸ３０８８、ノバキュアＨＸ３７４１、ノバキュア
ＨＸ３７４２、ノバキュアＨＸ３６１３（いずれも旭化成ケミカルズ社製）等を挙げるこ
とができる。なお、ノバキュアはカプセル化イミダゾールと熱硬化性エポキシ樹脂とをあ
る比率にて混合した製品である。
【００３７】
　また、本発明に使用可能な潜在性硬化剤として、本技術分野で知られているアミン系潜
在性硬化剤を含んでもよく、ポリアミン（例えば、Ｈ－４０７０Ｓ、Ｈ－３７３１Ｓ旭化
成ケミカルズ社製）、第３級アミン（例えば、Ｈ３８４９Ｓ　旭化成ケミカルズ社製）、
アルキル尿素（例えばＨ－３３６６Ｓ、旭化成ケミカルズ社製）等が挙げられる。
【００３８】
　硬化剤の含有量は、熱硬化性エポキシ樹脂の質量に対して、約０．１質量％以上であっ
てよく、約０．５質量％以上であることが好ましく、約１質量％以上であることがより好
ましい。また、硬化剤の含有量は、熱硬化性エポキシ樹脂の質量に対して、約５０質量％
以下であってよく、約２５質量％以下であることが好ましく、約２１質量％以下であるこ
とがより好ましい。ここで、熱硬化性エポキシ樹脂と硬化剤との混合物の市販品を使用し
た場合、硬化剤の含有量とは、混合物中の熱硬化性エポキシ樹脂成分と他の熱硬化性エポ
キシ樹脂成分との合計質量を基準にした、混合物中に含まれる硬化剤成分の割合を含むこ
とに注意する。また、硬化剤の反応開始温度（又は活性温度とも呼ぶ）が高いほど接着剤
組成物の貯蔵安定性が高くなり、反応開始温度が低いほど短時間で硬化させることができ
る。短時間硬化性と貯蔵安定性を可能な限り高い水準で両立させるために、硬化剤の反応
開始温度が、典型的には約５０℃以上であることが好ましく、約１００℃以上であること
がより好ましい。また、硬化剤の反応開始温度が約２００℃以下であることが好ましく、
約１８０℃以下であることがより好ましい。ここで、硬化剤の反応開始温度（活性温度）
とは、ＤＳＣ（示差走査熱量計）を用い、熱硬化性エポキシ樹脂と硬化剤との混合物を試
料として室温から１０℃／分で昇温させた時に得られるＤＳＣ曲線において、発熱量がピ
ークの１／２となる低温側の温度での接線がベースラインと交わる点の温度と定義される
。
【００３９】
　接着剤組成物中の（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂は、光照射により架橋さ
れ、一般的な有機溶剤には不溶になる。（メタ）アクリロイル基とは、アクリロイル基ま
たはメタクリロイル基であり、（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂は一分子中に
少なくとも１つの（メタ）アクリロイル基を含む。これらは単独で用いることも可能であ
るが、2種以上の（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂を混合して用いることも可
能である。
【００４０】
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　本発明の（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂は、式Ｉおよび式IIのうち少なく
とも1つで表される構造を有する。式Ｉで示される構造を有する、（メタ）アクリロイル
基を含む光硬化性樹脂としては、たとえば、ω―カルボキシーポリカプロラクトンモノア
クリレート、イソシアヌール酸ＥＯ・ε―カプロラクトン変性トリアクリレート等のラク
トン変性アクリレート等が使用できる。具体的には、たとえば、アロニックス（商標）Ｍ
－３２５、Ｍ－５３００、Ｍ－５６００（いずれも東亞合成社製）等が使用できる。
【００４１】
　式IIで示される構造を有する、（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂としては、
たとえば、エステル化合物等が使用できる。具体的には、たとえば、アロニックス（商標
）Ｍ－５４００（東亞合成社製）等が使用できる。
【００４２】
　接着剤組成物に含まれる光硬化性樹脂の含有量を多くすると、光照射後のパターン形成
性能を高くすることができる。一方、光硬化性樹脂の含有量が少なくなると、接着フィル
ムの凝集力を高めることができる。例えば、接着剤組成物に含まれる光硬化性樹脂の含有
量は、接着剤組成物の固形分質量に対して、約３質量％以上であってよく、約５質量％以
上であることが好ましく、約１０質量％以上であることがより好ましく、また、約６０質
量％以下であってよく、約５０質量％以下であることが好ましく、約４０質量％以下であ
ることがより好ましい。
【００４３】
　接着剤組成物中の光重合触媒は、（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂を重合さ
せる触媒である。このような光重合触媒としては、公知のものを使用でき、たとえば、
2-ヒドロキシ-2-メチル-1-フェニル-プロパン-1-オン等のヒドロキシケトン類；ベンゾイ
ン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル等のベンゾインとそのアルキ
ルエーテル類；アセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、１
，１－ジクロロアセトフェノン等のアセトフェノン類；２－メチルアントラキノン、２－
アミルアントラキノン、２－ｔ－ブチルアントラキノン、１－クロロアントラキノン等の
アントラキノン類；２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジイソプロピルチオキサ
ントン、２－クロロチオキサントン等のチオキサントン類；アセトフェノンジメチルケタ
ール、ベンジルジメチルケタール等のケタール類；ベンゾフェノン等のベンゾフェノン類
；２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルホリノ－プロパン－１－
オンや２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタノン
－１；アシルホスフィンオキサイド類およびキサントン類等が挙げられる。具体的には、
Ｖｉｃｕｒｅ　１０、３０（いずれもＳｔａｕｆｆｅｒ Ｃｈｅｍｉｃａｌ社製）、Ｉｒ
ｇａｃｕｒｅ　１２７、１８４、５００、６５１、２９５９、９０７、３６９、３７９、
７５４、１７００、１８００、１８５０、８１９、ＯＸＥ０１、Ｄａｒｏｃｕｒ　１１７
３、ＴＰＯ、ＩＴＸ（いずれもチバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製）、Ｑｕａｎｔａ
ｃｕｒｅ　ＣＴＸ（いずれもＡｃｅｔｏＣｈｅｍｉｃａｌ社製）、ＥＳＡＣＵＲＥ　ＫＩ
Ｐ１５０（Ｌａｍｂｅｒｔｉ社製）の商品名で入手可能な光重合触媒も使用することがで
きる。これらの光重合触媒は１種または２種以上の混合物として使用される。
【００４４】
　光重合触媒は、（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂の質量に対して、約０．１
質量％以上であってよく、約０．５質量％以上であることが好ましく、約１質量％以上で
あることがより好ましい。また、硬化剤の含有量は、（メタ）アクリロイル基を含む光硬
化性樹脂の質量に対して、約５０質量％以下であってよく、約２０質量％以下であること
が好ましく、約１５質量％以下であることがより好ましい。
【００４５】
　本発明の効果を損なわない限度において、他の添加剤、例えば酸化防止剤、紫外線吸収
剤、光安定剤、可塑剤、滑剤、帯電防止剤、難燃剤、および充填剤等のうち１種類以上を
接着剤組成物に添加してもよい。
【００４６】
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　本発明の接着剤組成物は、有機弾性微粒子を含む粒子、熱硬化性エポキシ樹脂、硬化剤
、（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂、光重合触媒、添加剤及び溶媒を、例えば
高速ミキサー等を使用して混合することにより製造できる。
【００４７】
　各成分を混合する順序は特に限定されないが、硬化剤に潜在性硬化剤を使用する場合は
機械的混合によって損傷しないように潜在性硬化剤を工程の最後に加えることが好ましい
。例えば、粒子を溶媒に分散してから、熱硬化性エポキシ樹脂、（メタ）アクリロイル基
を含む光硬化性樹脂、光重合触媒、潜在性硬化剤をその分散液に混合してもよく、あるい
は溶媒に熱硬化性エポキシ樹脂を予め混合してから、粒子をその混合液中に分散し、最後
に潜在性硬化剤を加えてもよい。粒子が二次凝集している場合、必要に応じてビーズミル
などを使用して、混合前に粉砕してもよい。
【００４８】
　本発明の接着フィルムは、たとえば、上述のようにして得られた接着剤組成物を基材上
に塗布し、接着剤組成物に含まれる溶媒を除去して成膜することによって形成することが
できる。基材として、シリコーン処理したポリエステルフィルム、ポリテトラフルオロエ
チレン等の離型性が付与された樹脂フィルムや、これらの樹脂フィルムで被覆したステン
レス板等を使用することができる。
【００４９】
　また、本発明の一態様として、感光性を有する基材に本発明の接着剤組成物を塗布して
接着フィルムを得ることもできる。この場合、接着フィルムを被着体にラミネートした後
、フォトリソグラフィー法により、感光性を有する基材と接着剤組成物の不要な部分を取
り除いてパターンを形成する。
【００５０】
　接着剤組成物は、ナイフコーター、バーコーター、スクリーン印刷等を用いて基材に塗
布してもよく、固形分含量及び塗布量を調節することによって、様々な厚さのフィルムを
形成してもよい。溶媒除去は、オーブン、ホットプレートなどを用いて、硬化剤が活性化
しない温度、例えば、約１００℃以下に加熱することによって行うことができる。
【００５１】
　本発明の接着フィルムは、有機弾性微粒子を含む粒子、熱硬化性エポキシ樹脂、硬化剤
、（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂、光重合触媒から本質的になる。接着剤組
成物から溶媒を除去した際に、有機弾性微粒子が凝集することによってフィルムが形成さ
れ、熱硬化性エポキシ樹脂は凝集した有機弾性微粒子の間の空間に存在して、有機弾性微
粒子のバインダーとして機能している。
【００５２】
　接着フィルムの厚さ、大きさ及び形状は、電気接続しようとする導体の厚さに応じて適
宜選択すればよい。一例として、一般的なフラットパネルディスプレイの製造において、
ＦＰＣと回路基板を電気接続するためには、接着フィルムの厚さが、例えば、約５μｍ～
約１ｍｍであることが望ましく、約１０μｍ～約２００μｍであることが好ましく、約２
０μｍ～約５０μｍであることがより好ましい。
【００５３】
　本発明の接着フィルムは室温（２５℃）でタック性を有するため、ＦＰＣや回路基板等
の様々な被着体に仮固定することができる。タック性を有しない場合、たとえば、接着フ
ィルムに熱をかけて被着体に圧着したり、接着剤組成物を溶媒に溶解させ被着体に塗布し
たりすることにより仮固定しなければならないので、作業が煩雑になる。本明細書中、２
５℃でタック性を有するとは、５０μｍ厚さのポリイミドフィルム上に接着フィルムを２
５℃の雰囲気下、２kgゴムローラーで１往復圧着した後、ポリイミドフィルムを逆さにし
てもその接着フィルムが自重で落下しない程度に接着フィルムがタックを有することをい
う。
【００５４】
　ここで、いかなる理論にも拘束されることを意図するわけではないが、本発明の（メタ
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）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂は、式Ｉおよび式IIのうち少なくとも1つで表され
る構造を有することにより、熱硬化性エポキシ樹脂との相溶性が制御され、室温でのタッ
ク性を発現していると考えられる。
【００５５】
　接着フィルムは室温で凝集力を持つことが望ましい。離型性が付与された樹脂フィルム
に接着剤組成物を塗布して接着フィルムを得た場合、被着体に貼り付けた後、その離型性
が付与された樹脂フィルムを剥離して接着フィルムを被着体にラミネートするため、接着
フィルムに凝集力が無いと完全に転写せず、離型性が付与された樹脂フィルム上に部分的
に接着フィルムが残ってしまうからである。
【００５６】
　接着フィルムは被着体上に積層され、遮光部と透光部が所定のパターンで形成されたフ
ォトマスクを介して紫外線等の硬化エネルギー線を照射され、接着フィルムの所定の部位
を硬化され、現像により不要部分を溶解除去されることで、被着体上に所定のパターンが
形成される。公知の方法による硬化エネルギー線照射であれば、特に限定されるものでは
ないが、光源としては、たとえば、低圧水銀灯、高圧水銀灯、メタルハライドランプ、ア
ーク灯、ガリウムランプ等を用いることができる。照射量は、通常、５０mJ/cm2以上、好
ましくは１５０mJ/cm2以上、または、通常１５００mJ/cm2以下、好ましくは１０００mJ/c
m2以下である。
【００５７】
　溶解除去する際に使用される溶剤としては、接着フィルムに含まれる熱硬化性エポキシ
樹脂、光硬化性樹脂、粒子等の種類や量等に応じて、適宜選択されるが、熱硬化性エポキ
シ樹脂を溶解するような溶媒が使用できる。たとえば、シクロヘキサン、シクロヘキサノ
ン、シクロペンタノン、モルホリン、アセトニトリルなどを使用しても良い。溶解除去す
る際には、たとえば、スプレー法や浸漬法が用いられる。
【００５８】
　被着体上に所定のパターンを形成した接着フィルムを介して、この被着体に別の被着体
を圧着し、熱処理を行うことで、接着フィルム中の熱硬化性エポキシ樹脂を反応させ、２
枚の被着体を接着することができる。熱処理は、通常、８０℃以上、好ましくは１００℃
以上、又は、通常２２０℃以下、好ましくは２００℃以下で行われる。
【００５９】
　本発明の接着フィルムは、タック性を有するため被着体に仮固定でき、感光性を有する
ためパターン形成が可能で、かつパターン形成時に露光され架橋された部分も熱圧着によ
り接着性を有する。
【００６０】
　こういった性質を利用してたとえば以下のような接続をすることができる。
【００６１】
　図１（a）に示すように、基板１１及び導体１２から成るプリント基板１の表面に、接
着フィルム３をラミネートした後、フォトマスク４で一部をマスクして接着フィルム３に
光５を照射する。次に、図１（ｂ）に示すように、フォトマスク４によって光を照射され
なかった部分を溶解現像し、開口部６を形成する。この開口部に、導電性ペースト７をデ
ィスペンサー等で供給する（図１（ｃ））。次に、図１（ｄ）に示すように、素子８を準
備し、接着フィルム表面３１に熱圧着して、素子裏面８２と接着フィルム表面３１とを接
着させるとともに、素子裏面の端子９に導電性ペースト７を融着させる。
【００６２】
　その他の接続方法の一態様を図２に示す。上記接続方法と同様にして、FPC（導体を備
えた基板）１０のビアホールに、開口部を有する接着フィルム３を形成する。素子８を熱
圧着すると、素子の端子９が導電性ペースト７を介してFPC上の回路１０１に接続される
。このような接続方法は、例えばプリンターヘッド用ピエゾ素子のFPC上への実装に用い
ることができる。
【００６３】
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　また、別の接続方法を図３（a）及び（ｂ）を用いて説明する。図３（a）に示すように
、端子９を有するシリコンウェハー（素子）８１上に、上記接続方法と同様にして、開口
部を有する接着フィルム３を形成し、端子９上に導電性ペーストでバンプ７を形成する。
このウェハーを点線Lに沿ってダイシングすることでチップ２０を得ることができる。次
に、図３（ｂ）に示すように、基板１１及び導体１２から成るプリント基板１を用意し、
上記手法により得られたチップ２０を、チップ上のバンプ７が導体１２と接触するように
して熱圧着する。チップ上のバンプ７の周囲にある接着フィルム３が熱圧着により熱硬化
することで、プリント基板とシリコンウェハーとの接触を保持する。
【実施例】
【００６４】
　次に実施例、比較例を挙げ、本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００６５】
　本明細書においては、以下の略称を使用することがある。
EXL2314:粒子（PARALOID（商標）EXL2314、Rohm and Haas Company製）
EXL2655:粒子（PARALOID（商標）EXL2655、Rohm and Haas Company製）
FB-ISDX：シリカ粒子（FB-ISDX、電気化学工業社製）
YD-128: 熱硬化性エポキシ樹脂（YD-128、東都化成製）
AER4152：熱硬化性エポキシ樹脂（AER4152、旭化成エポキシ社製）
D1173: 光重合触媒（ダロキュア（商標）D1173、チバ・スペシャリティー・ケミカル製）
２MI: ２－メチルイミダゾール
HX3941HP：潜在性硬化剤（ノバキュア（商標）HX3941HP、旭化成ケミカルズ社製）
HXA3792：潜在性硬化剤（ノバキュア（商標）HXA3792、旭化成ケミカルズ社製）
KBM-403：シランカップリング剤（KBM-403、信越化学工業社製）
M-5300: （メタ）アクリロイル基を含む光重合性樹脂（アロニックスM-5300、東亞合成社
製）次記化学式で表されるω-カルボキシ-ポリカプロラクトン（n ≒ 2）モノアクリレー
トを含む。
【００６６】

【化１】

【００６７】
M-5400: （メタ）アクリロイル基を含む光重合性樹脂（アロニックスM-5400、東亞合成社
製）次記化学式で表されるωフタル酸モノヒドロキシエチルアクリレートを含む。
【００６８】

【化２】

【００６９】
M-5600: （メタ）アクリロイル基を含む光重合性樹脂（アロニックスM-5600、東亞合成社
製）次記化学式で表されるアクリレートを含む。
【００７０】
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【００７１】
M-325：（メタ）アクリロイル基を含む光重合性樹脂（アロニックスM-325、東亞合成社製
）次記化学式で表されるε-カプロラクトン変性トリス（アクロキシエチル）　（ｌ＋ｍ
＋ｎ ≒ 1）を含む。
【００７２】

【化４】

【００７３】
実施例１～実施例２７
　表１に記載した配合比（質量部）で各材料を酢酸エチルに分散、溶解させ、固形分が２
５質量％の接着剤組成物を作製した。この接着剤組成物をシリコーン処理したポリエステ
ルフィルム（５０μｍ厚さ、商品名ＳＰ－ＰＥＴ、東セロ株式会社社製）上にナイフコー
ターで塗布し、１００℃で１０分間乾燥し、厚さ３０μｍの接着フィルムを作製した。
【００７４】
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【表１】

【００７５】
　得られたポリエステルフィルム付き接着フィルムで以下の測定を行なった。結果を表２
に示す。
（２５℃でのタック性）
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　２５℃の雰囲気下、５０μｍ厚さのポリイミドフィルム上に、上記ポリエステルフィル
ム付き接着フィルムを、２kgゴムローラーで１往復圧着してタック性を観察した。ポリイ
ミドフィルムを逆さにするとその接着フィルムが自重で落下した場合は１、落下しない程
度にタック性を有した場合は３、さらにシリコーン処理したポリエステルフィルムを剥離
して、凝集破壊することなく接着フィルムをポリイミドフィルム上に転写できた場合には
５とした。
（微細パターン形成性）
　５０μｍ厚さのポリイミドフィルム上に、上記ポリエステルフィルム付き接着フィルム
を、２kgゴムローラーで１往復圧着した後、ポリエステルフィルム上にフォトマスクを密
着させ、その上から紫外線照射（７００mJ/cm2）を行った。フォトマスク及びポリエステ
ルフィルムを剥離し、現れた接着フィルムに溶剤（シクロヘキサノン／メタノール＝50／
50）を吹きつけ、溶解現像した。図４に示すように幅１ｍｍのラインがスムースにエッチ
ングできた場合には５、幅１ｍｍのラインではスムースなエッチングができなかったが幅
５ｍｍのラインがエッチングできた場合には３、幅５ｍｍのラインがスムースにエッチン
グできなかった場合には１とした。
（接着力）
　厚さ３５μｍの圧延銅箔（商品名　ＲＣＦ、福田金属箔粉工業社製）に上記ポリエステ
ルフィルム付き接着フィルムを、２kgゴムローラーで１往復圧着した後、全面に紫外線照
射（７００mJ/cm2）を行った。ポリエステルフィルムを剥離し、現れた接着フィルム側を
ガラエポ基板（松下電工製、ＦＲ４）に対向するように置き、温度１８５℃、圧力３MPa
で１０秒間熱圧着し、圧延銅箔とガラエポ基板とを接着した。室温（２５℃）で圧延銅箔
をガラエポ基板に対して９０度方向に５０ｍｍ／分の速度で剥離させた時の剥離強度を接
着力とした。
【００７６】
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【表２】

【００７７】
（接続実験）
　図５(a)のように１２ｍｍ×１２ｍｍのプリント基板（FR4）を準備した。このプリント
基板には接続をとるために４隅に直径約０．２ｍｍのランド５１があり、ランド５１には
それぞれ幅０．１ｍｍの２本のリード５２がつながり、リード端には２×２ｍｍの端子５
３がある。実施例２６で得られたポリエステルフィルム付き接着フィルム５４を図５(b)
のようにプリント基板表面にラミネートし、ランド５１の周辺をマスクして紫外線照射（
７００mJ/cm2）を行った。その後、ポリエステルフィルムを剥離し、接着フィルムに溶剤
（メタノール／シクロヘキサノン＝５０／５０）を洗ビンから約２０秒程度吹きかけ、ラ
ンド上に接着フィルムの開口部５５を形成した（図５（ｃ））。この開口部に導電性ペー
スト（ドータイト（商標）XA-460、藤倉化成製）をディスペンスし、室温で３時間、１０
０℃で５分間乾燥させた。次に、６ｍｍ×６ｍｍのシリコンウェハーに金を蒸着した素子
の代用物５６を図５（ｄ）に示すように、金蒸着面を接着フィルムに対向するように配置
し、１５０℃、３MPaで２０秒間圧着した。これにより４つのランド５１は電気的に接続
されたので、ランド間の抵抗を４端子法で測定した。この結果、それぞれの接続点での接
触抵抗は、０．０３５２、０．０２５９、０．０２５３、０．０２６９Ωであった。
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比較例
　材料及びその配合比を、EXL2314／YD128／（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂
／D1173／メチルイミダゾール＝６０／２０／２０／０．５／０．５（質量比）とした以
外は実施例１～２７と同様にして接着剤組成物を作製し、同様にして接着フィルムを得た
。ここで、（メタ）アクリロイル基を含む光硬化性樹脂としては、化学式（Ｉ）で表され
る構造、または化学式（II）で表される構造を有さない、以下の樹脂を使用した。
光硬化性樹脂：メチルアクリレート、エチルアクリレート、ｔ－ブチルアクリレート、シ
クロヘキシルアクリレート、シクロペンタニルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリ
レート、イソボロニルアクリレート、ブトキシエチルアクリレート、1,4-ブタンジオール
ジアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、アクリル酸、ベンジルアクリレ
ート、1，6－ヘキサンジオールジアクリレート、ペンタエリトールトリアクリレート、ト
リメイロールプロパントリアクリレート
　得られた接着フィルムについて、実施例１～２７と同様にして接着力の測定を行ったが
、どの光硬化性樹脂を使用しても結果は１N/ｃｍ以下という低い値になった。これは、い
かなる理論に拘束されるものでもないが、光硬化性樹脂が接着フィルム中で熱硬化性エポ
キシ樹脂と相分離して不均一な構造になったため接着力が低くなったからと考えられる。
【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】接着フィルムを用いた電気接続方法の一例のうち、フォトマスク表面に光を照射
する工程（図１（ａ））、開口部を形成する工程（図１（ｂ））、開口部に導電性ペース
トを配置する工程（図１（ｃ））、素子を接着フィルム表面に熱圧着して、素子の裏面と
接着フィルムの表面とを接着させる工程（図１（ｄ））を示す。
【図２】接着フィルムを用いた電気接続方法の一例を示す。
【図３】接着フィルムを用いた電気接続方法の一例のうち、開口部に導電性ペーストを配
置する工程（図３（ａ））、フリップチップ実装工程（図３（ｂ））を示す。
【図４】微細パターン形成性の試験で、スムースにエッチングできた一例を示す。
【図５】接着フィルムを用いた接続実験のうち、プリント基板（図５（ａ））、ポリエス
テルフィルム付き接着フィルムをプリント基板にラミネートした図（図５（ｂ））、接着
フィルムに開口部を形成した図（図５（ｃ））、素子の代用物を接着フィルムに配置した
図（図５（ｄ））を示す。
【符号の説明】
【００７９】
　１　　プリント基板
　１１　　基板
　１２　　導体
　３　　接着フィルム
　３１　　接着フィルム表面
　４　　フォトマスク
　５　　光
　６　　開口部
　７　　導電性ペースト(バンプ)
　８　　素子
　８１　　シリコンウェハー
　８２　　素子裏面
　９　　端子
　１０　　FPC
　１０１　　回路
　２０　　チップ
　５１　　ランド
　５２　　リード
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　５３　　端子
　５４　　接着フィルム
　５５　　開口部
　５６　　素子代用物

【図１】 【図２】
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【図３】 【図５】

【図４】
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